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～特集～  
 

ウズベキスタン共和国倒産法注釈書の発刊 
～注釈書発刊の意義と注釈書の普及活動の展開～ 

 

国際協力部教官 伊藤 隆 

 

１ 「ウズベキスタン共和国倒産法注釈書」発刊までの経緯 

国際協力部では，独立行政法人国際協力機構(JICA)と協力して，中央アジア地域の主要国である

ウズベキスタン共和国に対し，２００２年度から，市場経済化促進のための法整備支援活動を実施

してきた1。 

その過程において，ウズベキスタン共和国最高経済裁判所2から JICA に対し，同国最高経済裁判

所が発刊を計画しているウズベキスタン共和国倒産法に関する書籍の作成支援の要請がされた。 

このような要請がされた背景は，以下のとおりである。 

ウズベキスタン共和国では，旧ソ連邦の解体に伴う１９９１年の独立後，計画経済体制から市場

経済体制への移行が進められているが，その一環として，国営企業の私有化が開始され，企業の破

綻処理の必要性が生じたため，１９９４年3に倒産法が制定された。 

その後，１９９８年4及び２００３年5に倒産法の大改正が行われ67，新たな再建型倒産手続の導入

等が行われたものの，これらの改正法によって導入された種々の新制度に実務の運用が追いつかず，

また，これらの大改正に伴い複雑化した倒産法の内容を解説する包括的な書籍も存在しない状況に

あった。 

このため，同国における倒産法の運用においては，倒産法の運用者である経済裁判所裁判官や，

倒産関連国家機関（現行の倒産法第25条の「倒産事件を管轄する国家機関」（現在は，「非独占化及

                                                 
1 当部におけるウズベキスタン共和国に対する法整備支援の取組（「ウズベキスタン共和国倒産法注釈書プロジェ

クト」発足前まで）については，丸山毅「ウズベキスタン共和国の司法制度について」本誌第４号 62 ページ，「第

１回ウズベキスタン国法整備支援研修（2002）結果の概要」本誌第９号 139 ページ，「ウズベキスタン招へい専門

家報告」本誌第 18 号 95 ページ，黒川裕正・小山田実「ウズベキスタン共和国の不動産登記制度概観」本誌第 15

号 4 ページ，工藤恭裕「特集：各国法整備支援の状況～ウズベキスタン～」本誌第 16 号 20 ページ，「第 3 回ウズ

ベキスタン法整備支援研修概要」本誌第 19 号３ページを参照 
2 ウズベキスタン共和国においては，経済分野で発生する紛争や倒産事件は，一般の民事事件を取り扱う裁判所

ではなく，経済裁判所の管轄に属する（経済訴訟法 23 条１項参照）。経済裁判所は，最高経済裁判所並びに同国

の各州（12 州），カラカルパキスタン自治共和国及びタシュケント市に設置されている経済裁判所(14 か所)から

構成される。 
3 この制定当初の倒産法（第１版）は，わずか全 35 条であった。 
4 この 1998 年の大改正による倒産法（第２版）は，全 133 条であった。この大改正により，再建型倒産手続であ

る「外部管財」が設けられた。 
5 この 2003 年の大改正による倒産法（第３版）が現行の倒産法であり，全 192 条で構成されている。この大改正

により，DIP 型の再建型倒産手続である「裁判上の再生支援」が設けられたほか，債務者資産の保全及びその財

務状況を分析するための手続である「監視」が設けられた。 
6 現行のウズベキスタン共和国倒産法の条文訳（仮訳）については，本誌第 19 号 14 ページに掲載しているが，

本注釈書日本語版の作成に際して，条文訳の改訂を行った。改訂後の条文訳（仮訳）については，本注釈書日本

語版の電子データと併せて，法務省ウェブサイト(http://www.moj.go.jp/HOUSO/houkoku/index.html)に掲載する

予定である。 
7 現行のウズベキスタン共和国倒産法の詳細な解説としては，遠藤賢治「ウズベキスタン共和国の新倒産法と企

業売却」比較法学第 38 巻第２号 129 ページがある。 
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び競争・企業活動支援国家委員会」（以下，「非独占化委員会」という。）がこれに該当する。）や税

務機関等）の職員により，倒産法の条文の規定どおりの倒産事件処理がされておらず，恣意的な条

文の解釈が散見されること，また，倒産法の大改正により新規に導入された再建型倒産手続の存在

自体や具体的な適用方法が必ずしも一般に周知されていないこともあり，再建不能な状態まで企業

が放置され，当該再建型倒産手続が活用されていない等の問題が生じていた。 

さらに，２００３年の倒産法の大改正により，裁判所任命管財人制度が発足したが，裁判所任命

管財人が行うこととされた業務内容が多岐にわたる複雑なものであることから，裁判所任命管財人

においても，経済裁判所裁判官等と同様に，恣意的な条文の解釈が散見され，適切な倒産事件処理

が行われていないという実態があり，倒産法の運用を改善するためには，裁判所任命管財人の倒産

法に関する知識の向上を図ることが喫緊の課題とされていた。 

このような背景の下，同国最高経済裁判所は，倒産法の運用を改善するために，倒産法に関する

包括的な書籍を発刊することを計画していたものである。 

この要請に対し，JICA及び国際協力部では，倒産法は市場経済化促進のために不可欠な法律であ

るところ，倒産法に関する包括的な書籍の発刊は同国における倒産法運用の改善に寄与するもので

あり，これまでJICA及び国際協力部が同国に対して実施してきた市場経済化促進のための法整備支

援活動の目的と合致することから，この要請にこたえることとした。 

そして，２００４年７月に，JICA短期派遣専門家として同国に派遣された大阪大学大学院高等司

法研究科池田辰夫教授，国際協力総合研修所下田道敬国際協力専門員及び当時の国際協力部長田内

政宏らが，当時の同国最高経済裁判所第一副長官であり，倒産法に関する包括的な書籍の発刊計画

についての責任者であるアジモフ・ムラット・カリモヴィッチ氏（現・非独占化委員会法務部長）

と協議の上，同国最高経済裁判所をカウンターパートとするJICA技術協力プロジェクトである「ウ

ズベキスタン倒産法注釈書プロジェクト」（以下，「本プロジェクト」という。）を発足させ，ウズベ

キスタン共和国倒産法に関する包括的な書籍として「注釈書」を作成することを内容とする協議議

事録(Minutes of Meeting:M/M)を締結し8，当部は本プロジェクトの実施に協力することとした9,10。 

                                                 
8 本プロジェクト（実施期間：2005年８月～2007 年９月）においては，2004 年７月に締結した協議議事録(M/M)に基づ

きウズベキスタン側ワーキンググループが本注釈書の草案の執筆準備を開始し，2004 年 10 月から，従前 JICA 及び当部

が同国に対して実施していた国別特設研修のスキームを利用して，ウズベキスタン側と日本側のワーキンググループが当

該草案の協議を開始している。 
9 本プロジェクトの概要については，拙稿「ウズベキスタン倒産法注釈書作成支援プロジェクト」本誌第24号１ページ，

「注釈書の在るべき姿について考える」法曹第669号（平成18年７月号）23ページ（法務省ウェブサイトでも閲覧可能

（http://www.moj.go.jp/HOUSO/genba/manabu.html）），松嶋希会「ウズベキスタン倒産法注釈書支援」香川孝三・金子由

芳編「法整備支援論 制度構築の国際協力入門」（ミネルヴァ書房）130ページのほか，法務省ウェブサイト掲載記事「ウ

ズベキスタン倒産法注釈書作成支援プロジェクトの概要」（http://www.moj.go.jp/HOUSO/houkoku/uzproject_1.html）を

参照。なお，上記の文献等では，プロジェクト名を「ウズベキスタン共和国倒産法注釈書作成支援プロジェクト」と称し

ているが，本稿執筆時点では，注釈書の作成支援活動は既に終了し，プロジェクト活動の主軸が「注釈書の普及活動」に

移行していることから，プロジェクト名を「ウズベキスタン倒産法注釈書プロジェクト」と称することとした。 
10 ウズベキスタン共和国に対するJICA技術協力プロジェクトとしての法整備支援活動としては，本プロジェクトのほか，

名古屋大学大学院法学研究科及び法政国際教育協力研究センター(CALE)が中心となり，同国司法省をカウンターパートと

して実施している「ウズベキスタン企業活動の発展のための民事法令および行政法令の改善プロジェクト」（実施期

間:2005年11月～2008年９月）がある。杉浦一孝「名古屋大学による法整備支援活動の概要」本誌第27号31ページ，

桑原尚子「新々ウズベキスタン便り」CALE NEWS第18号16ページ，第19号24ページ，第20号20ページ，「Newウズベ

ク便り」同誌第21号15ページ，同誌第23号「特集 2007年度CALE・法学研究科プロジェクト紹介」５ページ(市橋克

哉)等を参照。なお，同プロジェクトの基本情報は，JICAナレッジサイト（http://gwweb.jica.go.jp/km/km_frame.nsf）

で公開されている。 
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本プロジェクトにおいては，ウズベキスタン側及び日本側でそれぞれワーキンググループを

形成して，注釈書執筆作業を進めることとした。ウズベキスタン側では，アジモフ氏を責任者

とし，経済裁判所裁判官や非独占化委員会の職員等 10 名をメンバーとするワーキンググルー

プが形成され，日本側でも，池田教授を責任者とし，倒産法の専門家等６名11で構成される「ウ

ズベキスタン倒産法注釈書作成支援作業部会」を形成したほか，本プロジェクト活動内容の強

化のため，２００６年４月から，松嶋希会弁護士を JICA 長期派遣専門家としてウズベキスタ

ンに派遣し12，ワーキンググループを形成した。そして，両国のワーキンググループが，２０

０４年１０月から２００６年１２月までの間，倒産法注釈書の草案の内容について，継続的に

協議を実施して草案の改訂を進め，その結果，２００７年３月に「ウズベキスタン共和国倒産

法注釈書」（以下，「本注釈書」という。）のロシア語版を発刊するに至った13。 

この「ウズベキスタン共和国倒産法注釈書」（ロシア語版）は，Ａ５版ハードカバー，全

608 ページにわたるものであり，3,000 部が発刊された。 

本プロジェクトにおいては，同国最高経済裁判所の意向により，発刊した本注釈書を流通

経路に乗せて書店等で販売する方法は採らず，本注釈書を必要としていると想定される関係

機関に無償配布することとしている。 

なお，本プロジェクトにおいては，本注釈書ロシア語版の電子データ(PDF ファイル)を最

高経済裁判所や非独占化委員会等のウェブサイトに掲載し，だれでも当該電子データをダウ

ンロードできるようにしている14。 

 

２ 注釈書の普及活動～「ウズベキスタン共和国倒産法注釈書発刊プレゼンテーション」の開催 

本プロジェクトの本来の目標は，本注釈書の存在を周知し，本注釈書の活用を促すことに

よって，倒産法の運用の改善につなげることであり，本注釈書はそのための手段として位置付けら

                                                 
11 池田教授以外のメンバーは以下のとおり（順不同，敬称略。肩書は2007年９月現在）。出水順（弁護士・大阪大学

大学院高等司法研究科教授），下村眞美（大阪大学大学院高等司法研究科教授），遠藤賢治（早稲田大学大学院法

務研究科教授:委嘱期間は，2007 年３月末まで），伊藤知義（中央大学法科大学院教授）及び当職 
12 本プロジェクトは，開始当初は，長期派遣専門家を現地に派遣しない形態の法整備支援プロジェクトとして開

始された。なお，松嶋希会「国際協力部所属民間人のススメ」本誌第 27 号 87 ページ参照 
13 本プロジェクトにおける注釈書の草案の内容についての協議及び注釈書の草案の改訂作業は，ロシア語及び日

本語を用い，通訳・翻訳を介して行った。ウズベキスタン共和国の国語はウズベク語であるが，ロシア語を使用

した理由については，①ウズベキスタン共和国においては，現在でもロシア語が民族間交流語として使用されて

おり，ウズベキスタン側ワーキンググループメンバーはロシア語を解したこと（さらに，日本側ワーキンググル

ープメンバーの一部もロシア語を解したこと），②ウズベキスタン共和国の法令は，正式にはウズベク語で公布さ

れるが，通常，ロシア語版も作成され，本プロジェクトに必要な資料についてはロシア語で入手することが可能

であったこと，③本注釈書作成作業における通訳・翻訳者は日本側が確保することとなっていたが（本プロジェ

クトでは，本邦研修の際に注釈書の草案の内容についての協議を行うこととしていたので，日本において研修監

理員を確保する必要があった。），日本においては，ウズベク語・日本語の通訳・翻訳を行うことのできる人材を

確保するより，ロシア語・日本語の通訳・翻訳を行うことのできる人材を確保する方が容易であり，優秀な人材

の当てもあったこと等による。本プロジェクトについては，優秀な通訳・翻訳者の助力を得ることができたこと，

また，特殊な法令用語については訳語表を作成するなど，通訳・翻訳作業に際しての工夫を行ったこと等により，

効率的にプロジェクトを進めることができた。この点の取組については，岡林直子「ウズベキスタン倒産法注釈

書作成支援プロジェクトに参加して」本誌第 31 号 171 ページを参照 
14 本注釈書（ロシア語版）の電子データについては，本プロジェクトにおける「注釈書の普及活動」の結果，タ

シュケント市弁護士会やウズベキスタン日本人材開発センター（ロシア語ウェブサイト）等のウェブサイトから

もダウンロードできるようになっている。また，2007 年９月末現在，ウズベキスタン日本人材開発センター（ウ

ズベク語ウェブサイト）からは，本注釈書のウズベク語版の電子データもダウンロードできるようになっている。 



 

 ICD NEWS  第32号（2007.9） 13 

れるものである。 

その観点からは，本プロジェクトの活動内容としては，単に本注釈書を発刊することにとどまる

のではなく，本注釈書の存在の周知や活用を促す施策を講じることが不可欠である。 

そこで，本プロジェクトにおいては，プロジェクト終了時期を２００７年９月末に設定した上で，

本注釈書発刊後に一定の期間を設け，その期間中に本注釈書の存在の周知や活用を促す施策を講じ

るための活動を行うこととしており，本プロジェクトにおいては，このような活動を「注釈書の普

及活動」と称している。 

そして，本プロジェクトの目標を達成するためには，いかに，かつ，だれに対して，「注釈書の普

及活動」を行い，倒産法の運用の改善につなげるか，ということが課題となるところである。 

「注釈書の普及活動」の実施に際しては，２００７年３月の本注釈書ロシア語版の発刊に先立ち，

２００７年２月に，当部部長の稲葉一生及び当職がJICA短期派遣専門家としてタシュケントに派遣

され，最高経済裁判所やウズベキスタン側ワーキンググループ等と，今後「注釈書の普及活動」を

いかに実施していくかという問題について協議を行うとともに，「注釈書の普及活動」のための一つ

の試みとして，JICA ウズベキスタン事務所が毎年実施している“JICA annual press tour for 

journalists”（２００７年２月９日実施）に参加することとした。この「プレス・ツアー」は，ウ

ズベキスタン共和国において実施されている JICA 事業を同国のマス･メディアに紹介するため，取

材陣を当該JICA 事業が実際に行われている現場に案内し，当該JICA 事業の担当者による取材陣に

対する事業概要紹介及び取材陣から当該担当者に対するインタビューを行うものであるが，この「プ

レス・ツアー」に本プロジェクトも取材対象として採り上げてもらうこととした。「プレス･ツアー」

における本プロジェクトの紹介は，非独占化委員会を会場として行われ，稲葉及びアジモフ氏が取

材陣に対応した。 

ただ，本プロジェクトとしては，本注釈書の存在を民間企業，銀行，大学・教育機関，弁護士会，

国際機関等，本注釈書を必要としていると想定される関係機関に知ってもらうことを目的として，

法律・ビジネス系の新聞や雑誌等のマス・メディアに対して「プレス・ツアー」への参加を依頼し

ていたのであるが，この「プレス･ツアー」は広く JICA 事業一般を紹介することを目的としている

こともあり15，これら法律・ビジネス系の新聞や雑誌等のマス・メディアの参加を十分に得ることが

できなかった。その結果，本プロジェクトを採り上げたマス･メディアは少数にとどまり，「注釈書

の普及活動」という観点からは十分な成果を上げることができなかった16。事実，本注釈書ロシア語

版の発刊後，本注釈書を民間企業，銀行，大学・教育機関，弁護士会，国際機関等に直接配布をす

るために訪問した際も，本注釈書の存在をあらかじめ知っていた担当者は，ほとんど存在しない状

                                                 
15 この「プレス･ツアー」では，非独占化委員会のほか，タシュケント市立第一病院（青年海外協力隊派遣事業），

タシュケント金融大学及び女性企業家協会（共にシニア海外ボランティア派遣事業）も取材対象となっていた。

なお，非独占化委員会においては，本プロジェクトと併せて，「ウズベキスタン企業活動の発展のための民事法令

および行政法令の改善プロジェクト」の紹介･取材も行われた。 
16 本プロジェクトがマス･メディアにほとんど採り上げらなかった理由については，「プレス・ツアー」実施時点

では，まだ本注釈書が発刊されておらず，視覚に訴える成果物のない状態では，本プロジェクトのような，ただ

でさえ抽象度の強い法整備支援活動のイメージがマス･メディアに伝わりにくく，マス･メディアの方でも採り上

げにくかったという事情もあると思われる。 
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態であった17。 

このようなことから，とりわけ，民間企業，銀行，大学・教育機関等の「民間セクター」に対し，

いかに「注釈書の普及活動」を行うかということが課題になってきた。 

上述のとおり，現在のウズベキスタン共和国における倒産法の運用についての問題点としては，

倒産法の運用者である経済裁判所裁判官，倒産関連国家機関の職員，そして裁判所任命管財人によ

り，適切な倒産事件処理が行われていないことや，改正された倒産法が採用した再建型倒産手続が

利用されていないことが挙げられるところである。 

このような問題点の改善を図るためには，これら倒産法の運用者が倒産法に対する理解を深める

必要性があることはもちろんであるが，それに加えて，倒産制度の利用者側，つまり，債務者とも

債権者ともなり得る民間企業や銀行等に対して「注釈書の普及活動」を行い，倒産法に対する理解

を深めてもらうことも極めて重要である。 

また，中長期的な視点からは，将来の倒産法の運用の担い手を養成する観点から，法学部，経営

学部等を有する大学・教育機関に対しても「注釈書の普及活動」を行う必要がある。 

以上のように，本プロジェクトにおいては，倒産法の運用改善のためには，倒産法の運用者に対

する普及活動に加え，民間企業，銀行，大学・教育機関等の「民間セクター」への「注釈書の普及

活動」が重要であると認識しているところである。 

このようなことから，本プロジェクトにおいては，本注釈書発刊後，民間セクターに対する本注

釈書の配布に取り組んでいるものの，多種多数の利害関係人が発生する倒産事件においては，民間

セクター内で本注釈書を必要とする者を特定し，本注釈書の存在の周知や活用を促す施策を講じる

ことは困難であるのが現状である。 

このような事情にかんがみ，本プロジェクトにお

いては，本注釈書の発刊を契機として，主に法律・

ビジネス系の新聞や雑誌等のマス・メディアを通し

て，倒産法の運用者はもとより，民間企業，銀行，

大学・教育機関等の「民間セクター」に対して本注

釈書の存在を広く周知することを目的として，「ウ

ズベキスタン共和国倒産法注釈書発刊プレゼンテ

ーション」（以下，「本プレゼンテーション」とい

う。）を開催することとしたものである。 

本プレゼンテーションは，ウズベキスタン共和国

最高経済裁判所と JICA の共催により，２００７年

６月２９日に，タシュケント市内にあるナショナ

ル・プレス・センターにおいて開催された。 

                                                 
17 これらの機関等の担当者に実際に直接注釈書を配布した松嶋専門家の報告による。なお，本プロジェクトにお

いては，注釈書が，配布先の機関の長や支店長等ではなく，実際に倒産事件を担当するであろう法務部や融資部

等に配布されるようにするため，また，本注釈書を発刊した趣旨や本注釈書の特徴を配布先に直接伝え，併せて，

配布先の倒産制度・実務に対する認識等についての情報収集をするために，できるだけ本注釈書の配布先を直接

訪問し，本注釈書を直接配布するようにしている。 

ウズベキスタン共和国倒産法注釈書発刊プレゼ

ンテーションの様子(２００７年６月２９日開

催 於：タシュケント市ナショナル・プレス・

センター) 



 

 ICD NEWS  第32号（2007.9） 15 

本プレゼンテーションには，日本側からは，楠本祐一大使（当時），西宮宣昭 JICA ウズベキスタン

事務所長のほか，日本から，本プロジェクト日本側ワーキンググループの長である池田教授と当部

部長の稲葉が参列し，池田教授によるスピーチ及び楠本大使からのあいさつを頂いた。一方，ウズ

ベキスタン側においては，アフマノフ・ヌルマット最高経済裁判所第一副長官が本プレゼンテーシ

ョンの司会を務められ，開会あいさつをされたほか，アジモフ氏によるスピーチ及びウズベキスタ

ン側ワーキンググループメンバーであるオトハノフ・フォジルジャン・カイダロヴィッチ司法大臣

（当時。なお，当日は所用のため，司法省次官が代読）からのあいさつを頂いた。参列者からは，

本プロジェクトの実施や本注釈書の発刊についての意義，また，本注釈書発刊後の「注釈書の普及

活動」の必要性や今後の計画等について紹介があった。そして，本プレゼンテーション終了後，参

列者は，ウズベキスタン側のマス・メディアからの個別取材に対応した。 

当日の本プレゼンテーションの参加者は50名程度であり，法律・ビジネス系のマス・メディア18の

ほか，各種政府機関，弁護士会等民間セクター，国際援助機関，周辺国大使館等からの参加があっ

た。本プレゼンテーションの様子は地元のテレビニュースでも放映されたほか，同国最高経済裁判

所や非独占化委員会のウェブサイト等でも紹介されている。また，在ウズベキスタン日本国大使館

ウェブサイト（http://www.uz.emb-japan.go.jp/jp/cooperation/technical-partnership/ 

projects/）でも紹介されている。 

 

３ 注釈書ウズベク語版，英語版及び日本語版の発刊 

本プレゼンテーション実施時においては，本注釈書はロシア語版のみが発刊されていたが，本プ

ロジェクトにおいては，ロシア語版のほか，ウズベキスタン共和国の国語であるウズベク語により

執筆されたウズベク語版，そして，英語版及び日本語版も発刊することとしており19，ウズベク語版

及び日本語版は，２００７年９月末に発刊された20。同国においては，ロシア語が通用するのは都市

部が中心であり，現在は学校教育もウズベク語で行われていることから，本注釈書の存在の周知や

活用を促すためにはウズベク語版の発刊が必須である。事実，４で後述する地方セミナーを実施し

た際にセミナー参加者から提出された質問票を見ると，ウズベク語版の発刊を望む声が多数記載さ

れていた21。ウズベク語版については，4,000部を発刊した。ウズベク語で記載された法律図書が非

                                                 
18 ただし，本プレゼンテーションの開催に際しての準備不足等により，本プレゼンテーションのメイン・ターゲ

ットである法律・ビジネス系のマス･メディアの参加数は，当初の想定より少数にとどまり，課題を残した。もっ

とも，本プレゼンテーション開催後，本プレゼンテーションに参加しなかった法律・ビジネス系のマス・メディ

アからも，JICA ウズベキスタン事務所に対し，本注釈書についての問い合わせがあると聞いており，法律・ビジ

ネス系のマス・メディアが本注釈書に対し関心を有していないということではないと思われる。 
19 本注釈書の印刷・製本作業については，ロシア語版及びウズベク語版はもちろんのことであるが，日本語版及

び英語版についてもタシュケントで行うこととした。これば，日本よりもウズベキスタンの方が印刷・製本作業

が安く，より多くの部数を発刊できること，また，本注釈書については，ウズベキスタン側ワーキンググループ

メンバーが執筆したロシア語版の内容に基づき，日本語版及び英語版を作成しているが，日本語版及び英語版の

内容のチェック作業や編集作業については，ロシア語及び英語を解する松嶋専門家及びシャリポフ氏が当該作業

に当たることが効率的であることによる。 
20本注釈書の英語版については，2007 年度中に発刊される予定である。 
21この点に関連して，本プレゼンテーションの進行はロシア語で行われたが，本プレゼンテーション終了後のウ

ズベキスタン側のマス・メディアからの個別取材の際に，ウズベキスタン側のマス・メディアからは，「このプレ

ゼンテーションはウズベキスタンで開催しているのに，なぜウズベク語を使用しないのか」という質問を複数受

けた。なお，地方セミナーの進行は，大部分がウズベク語で行われた。 
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地方セミナーの参加者（ウルゲンチ市での地方

セミナー，中央は松嶋専門家，左隣及び右隣は

セミナー講師のウズベキスタン側ワーキンググ

ループメンバー） 

常に少ない現状にかんがみると，本注釈書のウズベク語版の発刊には，大きな意義があるものと思

われる。 

また，同国に進出・投資しようとしている外資系企業にウズベキスタン共和国倒産法の内容を知

ってもらうことも必要と思われることから，英語版及び日本語版も発刊することとしている。特に，

日本語版については，同国を始めとする中央アジア諸国の法制度を日本語で紹介した書籍の数が決

して多くない現状にかんがみると，本注釈書の日本語版は，この分野における貴重な資料になり得

るものである。本注釈書の日本語版が，日本によるウズベキスタン共和国に対する法整備支援活動

の成果物として位置付けられる存在であることはもちろんであるが，それにとどまらず，ウズベキ

スタン共和国の倒産法制の研究及び倒産実務において実際に活用されることはもちろん，ウズベキ

スタン共和国倒産法の母法であるロシア連邦倒産法や他の中央アジア諸国の倒産法の比較研究等に

活用されることが期待されるところである。 

 

４ 「地方セミナー」の開催 

本プロジェクトにおいては，上述のとおり，発刊し

た本注釈書を，倒産法の運用者たる経済裁判所を始め

とする各種政府機関や裁判所任命管財人，そして倒産

法の利用者たる民間セクターに対し無償配布をする

とともに，「ウズベキスタン共和国倒産法注釈書発刊

プレゼンテーション」のような広報活動も行っている。

しかし，同国においては，交通・通信インフラが必ず

しも整備されておらず，とりわけ地方においてはイン

ターネット環境も極めて悪いため，首都タシュケント

とそれ以外の地方との情報格差が大きく，タシュケン

トにおける「注釈書の普及活動」のみでは，同国全土

において本注釈書の存在の周知や活用を促すには限

界がある。また，「注釈書の普及活動」の性質上，本

注釈書の作成に実際に携わった担当者が実施に各地

方に赴いた上で倒産法の運用者及び利用者をターゲ

ットとしたセミナーを開催し，当該担当者がセミナー

参加者に対して直接，本注釈書を作成した理由や，本

注釈書を作成するに際して工夫した点，本注釈書を作

成する際に議論になった点等を紹介，説明しつつ，本

注釈書の存在の周知を行い，その活用の必要性を理解

してもらうことが効果的である。 

そこで，本プレゼンテーション開催後，「注釈書の

普及活動」の一環として，同国最高経済裁判所，非独

占化委員会及び JICA の共催により，ウズベキスタン

地方セミナーの様子（２００７年７月１２日開催

於：ホレズム州経済裁判所（ウルゲンチ市）） 
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共和国の全土，すなわち，同国内のカラカルパキスタン自治共和国，12の州及びタシュケント特別

市22をカバーする「地方セミナー」を開催することとしている。 

この「地方セミナー」については，同国の主要６都市（フェルガナ，ウルゲンチ，サマルカンド，

ブハラ，テルメズ，タシュケント）において，２００７年７月から８月にかけて開催する計

画であったが，２００７年９月末現在，フェルガナ，ウルゲンチ，サマルカンド及びブハラ

において開催済みである。テルメズ及びタシュケントでの開催については，本注釈書のウズ

ベク語版の発刊後に実施した方が，よりＰＲ効果が発揮できると考えられることから，ウズ

ベク語版発刊後に開催される予定である。 

各地方セミナーは，二部構成で行われ，第一部においては，ウズベキスタン側ワーキング

グループのメンバーが分担して発表を担当し，発表内容のテーマとしては，同国における倒

産法制の発展に関するものや，本注釈書で採り上げられている問題をより周知させるための

ものが採り上げられた。また，JICA 側からは，松嶋専門家及び JICA ウズベキスタン事務所

職員のシャリポフ・シャリフゾダ氏がすべての地方セミナーに参加して発表を行い，本注釈

書草案執筆時に採り上げられた問題点や，本注釈書の構成，あるいは本注釈書を作成するに

際して工夫した点等について発表した。 

第二部は，第一部の発表内容に関する質疑応答が行われ，セミナー出席者から提出された

質問票に対し，ウズベキスタン側ワーキンググループのメンバーが回答することにより進め

られた23。セミナー参加者から提出された質問票には，第一部の発表内容に関する質問のほ

か，本注釈書の発刊を評価する意見や，ウズベク語版の発刊を期待する意見も多数記載されている。 

なお，地方セミナーの詳細については，資料２-３の公開セミナー「ウズベキスタンにおける倒産

制度・実務の現状と今後の課題―倒産法注釈書作成支援を通じて―」における非独占化委員会プラ

トフ・バハディル・ウトゥクロヴィッチ倒産企業清算・管財人監督部長による発表「注釈書活用促

進のための具体的取組について―地方セミナーの開催―」及びシャリポフ氏による発表「民間セク

ターに対する倒産制度の広報活動とその必要性について」を参照いただきたい。 

 

５ 日本における公開セミナーの開催 

本プロジェクトにおいては，上記のとおり，ウズベキスタン共和国内において「注釈書の普及活

動」を展開してきたところであるが，日本においても，同国から，アフマノフ氏，アジモフ氏，プ

ラトフ氏のほか，フェルガナ州経済裁判所長のソリエフ・イスモイル・コミロヴィッチ氏及び最高

経済裁判所国際部のアキロフ・ムズラブホン氏を招へいした上で（なお，シャリポフ氏も来日予定

であったが，都合により，来日は中止となった。），２００７年９月３日に，法務総合研究所及びJICA

共催による公開セミナー「ウズベキスタンにおける倒産制度・実務の現状と今後の課題―倒産法注

                                                 
22 ウズベキスタン共和国では，タシュケント市は特別市とされており，州と同格とされている。 
23 なお，この地方セミナーにおける質問票の質問事項の内容については，極めて基本的なものが多く見られ，倒

産法の条文を見れば回答を容易に導き出せるものも多かったところである。このような現状は，地方においては

いまだ倒産法の内容が必ずしも周知されていないことを物語っているということができ，地方に対する「注釈書

の普及活動」を継続することの必要性及び重要性を浮き彫りにしているともいえよう。 



 

18 

釈書作成支援を通じて―」（以下，「本セミナー」という。）を大阪で開催した24。 

 

 本セミナーには約40名が参加し，日本側から

は，日本側ワーキンググループメンバーから池田

教授及び出水弁護士，そして当部部長の稲葉が発

表を行い，ウズベキスタン側からは，アフマノフ

氏，アジモフ氏，プラトフ氏及びシャリポフ氏（た

だし，シャリポフ氏の発表は，JICA 社会開発部

第一グループガバナンスチーム竹内麻衣子氏が

代読）がそれぞれ発表を行い，その後，会場との

質疑応答が行われた25。 

本セミナーは，本注釈書の発刊を契機として，

①ウズベキスタン共和国あるいは中央アジア諸

国に対する日本の法整備支援活動としての本プロジェクトの概要を広く一般に紹介すること，②本

プロジェクトの実施過程で判明したウズベキスタン共和国における倒産制度・実務の現状やその問

題点を採り上げ，今後の課題について考察する材料とすること，③法整備支援活動における成果物

の「普及活動」の実例や問題点等についての情報を，他の法整備支援実施機関・担当者に提供する

ことを目的として開催したものである。 

①については，当部のウズベキスタン共和国に対する法整備支援活動は，ベトナムやカンボジア

等の東南アジア諸国に対する法整備支援活動と比較すると歴史が浅く，また，本プロジェクトの規

模が比較的小さいこともあり，本プロジェクトの活動内容はもちろん，存在自体も余り知られてい

ないのが現状であることから，本プロジェクトの活動内容の概要や意義を広く周知するという発想

に基づくものであった。 

②については，本プロジェクトは２００７年９月末をもって終了するが，本プロジェクトの本来

の目標を達成するためには，本プロジェクト終了後も，ウズベキスタン側の実施主体である最高経

済裁判所等が「注釈書の普及活動」を継続して実施する必要があるところ，ウズベキスタン側にそ

の必要性及び重要性を改めて考察してもらう機会を設けるという発想に基づくものであった。 

                                                 
24 今回の招へいの目的は，アフマノフ氏，アジモフ氏及びアキロフ氏を法務総合研究所において専門家として招

へい（招へい期間:2007 年８月 31 日～９月５日）することと併せて，プラトフ氏及びソリエフ氏を JICA におい

て本邦研修員として招へい（招へい期間:2007 年８月 31 日～９月７日）した上で，法務総合研究所及び JICA が

協同して「ウズベキスタン倒産法注釈書活用促進に向けたワークショップ」を実施することであった。同ワーク

ショップは，現地において実施した「注釈書の普及活動」等についての招へい者によるプレゼンテーション，本

プロジェクトについての招へい者と日本側ワーキンググループメンバーとの意見交換会並びに本プロジェクトの

日本側実施主体（JICA）及びウズベキスタン側実施主体（最高経済裁判所）によるプロジェクト合同評価等を実

施し，これまでの本プロジェクトの活動内容の総括と本プロジェクト終了後に最高経済裁判所等が取り組むべき

課題についての検討を行うことを目的としており，本セミナーの開催は，同ワークショップにおける活動の一環

として実施したものである。 
25 なお，本セミナー及び上記ワークショップの実施に当たっては，JICA 社会開発部第一グループガバナンスチ

ーム，JICA 大阪国際センター，財団法人国際民商事法センター，財団法人日本国際協力センター(JICE)研修監理

員の岡林直子氏，大阪外国語大学大学院言語社会研究科の鮎川和美氏等の多大な御協力・御尽力を頂いた。この

紙面を借りて厚く御礼申し上げたい。 

公開セミナーの様子（２００７年９月３日開催

於：法務総合研究所国際協力部「国際会議室」）
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③については，本プロジェクトのみならず，法整備支援活動においては，その支援活動による成

果物をいかに普及し，継続的に有効活用されるようにするかが重要な課題となると思われるところ，

本セミナーにおいて「注釈書の普及活動」を採り上げ，法整備支援活動の成果物についての普及活

動の具体的実例やその手法，そして今後の問題点等についての情報を他の法整備支援実施機関や担

当者に提供し，情報共有を図っていくことは，我が国の法整備支援活動にとっても極めて有益であ

るという発想に基づくものであった。 

本セミナーにおいては，「注釈書の普及活動」というテーマを正面から採り上げ，ウズベキスタン

側からも，「注釈書の普及活動」について，かなり具体的，かつ，詳細な発表がされたが，これまで

の法整備支援活動に関するセミナー，シンポジウム等においては，活動結果としての「成果物」を

採り上げるものは存在しても，本セミナーのように，活動結果の成果物の「普及活動」を採り上げ

たものは余り存在しなかったと思われる。その理由としては，これまで日本が行ってきた法整備支

援活動は，法令の起草・改正支援が多く，その成果がようやく「成果物」として結実する段階にた

どり着いたところであって26，まさにこれから「普及活動」が行われる段階にあるということもある

と思われるが，他の理由として，「成果物」については日本国内においても評価や分析を行うことが

可能であるのに対し，「普及活動」は，日本国内ではなく，支援対象国において展開されるため，日

本から見ると遠い場所で行われているものであり，なかなか現実のものとして身近に感じられない

こと，また，「成果物」は評価や分析の対象として採り上げやすく，どちらかというとセミナー，シ

ンポジウム等の場で採り上げることになじみやすいことに対して，「普及活動」は極めて実践的な活

動であり，評価や分析の対象として採り上げにくく，どちらかというとセミナー，シンポジウム等

の場で採り上げることにはなじみにくいということ等があると思われる。 

そのため，本セミナーのような「普及活動」を正面から採り上げたセミナーについては，日本国

内においては，その開催の趣旨が伝わりにくかった点もあると思われるが，最近の日本における法

整備支援活動の傾向として，制定された法令の適正な運用を確保するための教材作成や人材育成等

が一層重視されつつあるところ，本セミナーのような切り口は，今後，他の法整備支援活動にとっ

ても，必要になってくるのではないかと思われる。一方で，本セミナーのような切り口の場合，「普

及活動」の当事者以外のセミナー参加者（あるいは，セミナーへの参加想定者）に対し，いかに「普

及活動」についての考察の重要性を伝えていくかが課題となろう。その意味で，本セミナーは一つ

の新しい試みであったが，今後の他の法整備支援活動にとって何らかの参考となる情報を提供でき

ることにつながれば幸いである。 

 

 

 

                                                 
26 その例として，ベトナム民事訴訟法（2004 年６月成立），ベトナム改正破産法（2004 年６月成立），ベトナム

改正民法（2005 年６月成立），カンボジア民事訴訟法（2006 年７月成立）等が挙げられる。もっとも，近年は，

「カンボジア王国裁判官・検察官養成校民事教育改善プロジェクト」（本誌第 25 号３ページ及び法務省ウェブサ

イト掲載記事（http://www.moj.go.jp/HOUSO/CAMBODIA/c-01.html）参照），「ラオス法制度整備プロジェクト」（本

誌第 30 号４ページ参照），「インドネシア和解・調停制度強化支援プロジェクト」（本誌第 30 号 114 ページ及び本

号 219 ページ参照）等のように，本プロジェクトも含め，法令の適正な運用を確保するための教材作成や人材育

成等をプロジェクト目標として設定する法整備支援プロジェクトが増えつつある。 
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６ おわりに 

以上，本稿において，本プロジェクトの概要，本注釈書の発刊に至るまでの経緯及び本注釈書発

刊以降の「注釈書の普及活動」等について紹介したが，以下，本誌において，「ウズベキスタン共和

国倒産法注釈書発刊プレゼンテーション」（資料 1-1～1-3）及び公開セミナー「ウズベキスタンに

おける倒産制度・実務の現状と今後の課題―倒産法注釈書作成支援を通じて―」（資料 2-1～2-4）

のプログラム，発表内容（開催記録）及び配布資料等を参考に掲載し，紹介することとしたい。 

なお，上記５①に関連して，当部としては，引き続き，本プロジェクトの成果等の情報について

広く発信していくことが重要であると考えているが，本注釈書（ロシア語版）の電子データについ

ては，現在，法務省ウェブサイト（http://www.moj.go.jp/HOUSO/houkoku/index.html）に掲載して

いるほか，ウズベク語版，英語版及び日本語版の電子データについても，掲載の準備が整い次第，

同ウェブサイトに掲載する予定である。 

また，本注釈書のロシア語版，ウズベク語版，英語版及び日本語版の電子データについては，今

後，JICA ナレッジサイト（http://gwweb.jica.go.jp/km/km_frame.nsf）にも掲載される予定であ

る。 

さらに，本プロジェクトの実施に際しては，ウズベキスタン共和国倒産法の関連法令についても

研究を行ったが，これら関連法令の和訳や，中央アジア諸国及びロシア連邦の倒産法等の和訳につ

いても，今後，法務省ウェブサイト（http://www.moj.go.jp/HOUSO/houkoku/index.html）に掲載す

る予定である。 

なお，本稿は，上記のとおり，本プロジェクトの概要，本注釈書の発刊に至るまでの経緯及び本

注釈書発刊以降の「注釈書の普及活動」等について紹介することを主たる目的としており，本プロ

ジェクトの問題点や本注釈書の内容の分析等については，言及していない。これらの点については，

本誌において，別途の機会に採り上げる予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

倒産法注釈書：ロシア語版 

2007 年 3 月発刊 

A5 版青色ハードカバー 

全 608 ページ，3,000 部発刊 

倒産法注釈書：ウズベク語版

2007 年 9 月発刊 

A5 版緑色ハードカバー 

全 640 ページ，4,000 部発刊

倒産法注釈書：日本語版 

2007 年 9 月発刊 

A4 版白色ソフトカバー 

全 313 ページ，400 部発刊 
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資料 1-1：「注釈書発刊プレゼンテーション」プログラム 

 

ウズベキスタン倒産法注釈書プロジェクト 

注釈書発刊プレゼンテーション 

（於：ウズベキスタン共和国タシュケント市） 

 

１．日時：２００７年６月２９日（金曜日） 10:00～11:00 

２．場所：ナショナル・プレス・センター（16, NAVOYI street, Tashkent） 

３．主催：ウズベキスタン共和国最高経済裁判所，独立行政法人国際協力機構(JICA) 

４．式次第 

（司会：ウズベキスタン共和国最高経済裁判所アフマノフ第一副長官） 

 

9:30-10:00 開場・参加者登録 

10:00 開会 

 

10:00-10:10 開会あいさつ（ロシア語） 

アフマノフ・ヌルマット氏（ウズベキスタン共和国最高経済裁判所第一副長官） 

 

10:10-10:25 スピーチ（ロシア語） 

アジモフ・ムラット・カリモヴィッチ氏 

（ウズベキスタン共和国非独占化及び競争・企業活動支援国家委員会法務部長） 

 

10:25-10:40 スピーチ（日本語・ロシア語逐語通訳） 

池田 辰夫氏（大阪大学大学院高等司法研究科教授） 

 

10:40-10:45 あいさつ（ロシア語） 

オトハノフ・フォジルジャン・カイダロヴィッチ氏 

（ウズベキスタン共和国司法大臣） 

 

10:45-10:50 あいさつ（ロシア語） 

楠本 祐一氏（駐ウズベキスタン大使館特命全権大使） 

 

11:00 閉会 

 

終了後 マス・メディアによる個別インタビュー 
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資料 1-2：「注釈書発刊プレゼンテーション」内容紹介（開催記録） 

開会あいさつ 

 

ウズベキスタン共和国最高経済裁判所第一副長官 

アフマノフ・ヌルマット氏 

 

ウズベキスタン共和国倒産法注釈書発刊プレゼンテーショ

ンにおきまして皆様にごあいさつさせていただけることを，

光栄に思います。 

最高経済裁判所は，ウズベキスタン共和国倒産法（２００

３年）の注釈書が出版されたことを，この場において御報告

させていただきます。この注釈書は，倒産関連法令分野で初

の包括的な資料となるものです。 

この注釈書は，最高経済裁判所及び日本の国際協力機構(JICA)による共同プロジェクトの成

果でございます。プロジェクトにおける注釈書草案執筆作業は，２００４年に始まりました。 

注釈書草案執筆作業には，ウズベキスタン側の執筆者だけでなく，日本側の倒産制度の専

門家にも参加いただきました。 

倒産法の制定作業にも携わったアジモフ非独占化委員会法務部長をリーダーに，注釈書執

筆のためのワーキンググループには，倒産法を専門とする 10 名の執筆者が参加しました。執

筆者の中には，経済裁判所判事だけでなく，非独占化委員会の職員や，司法省，検察庁の職

員等もいます。 

これまでに，倒産法注釈書のロシア語版が発刊されました。そして，現在，ウズベク語版

の発刊に向け準備を進めているところです。さらに，外国の投資家やビジネス上のパートナ

ーが倒産法への理解を深めることができるよう，英語版及び日本語版の発刊につきましても

作業にとりかかっているところです。 

注釈書は市販を目的としたものではなく，裁判所，非独占化委員会，税務機関，商工会議

所，銀行や，法律，経済，銀行業務，マネージメントを学べる高等教育機関，そして公共図

書館等への無料配布を目的としています。 

また，注釈書が広く活用されるよう，最高経済裁判所のオフィシャルウェブサイトその他

のサイト上に，注釈書の電子データを掲載する準備を進めています。 

最高経済裁判所，非独占化委員会及び JICA は，７月から，注釈書の紹介を目的としたセミ

ナーを，フェルガナ，ウルゲンチ，サマルカンド，ブハラ，テルメズ，そしてタシュケント

の６都市で実施する予定です。 

最後に，この場をお借りいたしまして，まず，プロジェクト遂行に御協力くださった JICA

に対し，そして，包括的な注釈書を執筆し，我が国の経済的・法的システムに寄与くださっ

たワーキンググループのメンバー各位に対し，深い感謝の意を表したいと思います。 
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スピーチ 

「市場経済の発展における倒産制度の役割について」 

 

ウズベキスタン共和国非独占化及び競争・企業活動支援国家委員会法務部長 

アジモフ・ムラット・カリモヴィッチ氏 

 

皆様，本日は，ウズベキスタン共和国倒産法注釈書発刊プレ

ゼンテーションに御参加いただき，誠にありがとうございます。 

私の方からは，「市場経済の発展における倒産制度の役割に

ついて」というテーマでスピーチをさせていただいます。 

それでは，本題の方へ移らせていただきます。 

倒産法は，市場経済体制下において，不可欠な法制度です。

倒産制度は，債務者を清算することによる商業活動の停止，そ

して，困難な状況に陥った企業に対する再建手続の適用と支払能力回復の機会の供与という

２つの方法によって，市場の健全化を達成し得るものです。 

ウズベキスタンにおける倒産制度は，１９９４年５月５日付け倒産法において確立されま

した。しかし，この倒産法は簡潔なものであり，倒産の際に起こり得るすべての問題を十分

に反映していませんでした。この倒産法制定後の１年間，この法律は実質的には機能せず，

経済裁判所が取り扱った債務者の倒産事件開始申立事件の件数は，わずか２件でした。 

その一方で，これまでの集権的計画に基づき低賃金，低コスト（輸送費，燃料費）で企業

活動を行うことに慣れた多くの国営企業が厳しい競争条件に置かれ，財政的に困難な状態に

陥りました。このような状況において，企業の倒産メカニズムを機能させることが，ウズベ

キスタンの経済を発展させる上で差し迫った要望の一つとなっていました。つまり，倒産制

度の適用によって，非能率的な経営を行っている経営者を交替させるとともに，社会的に有

意義で，かつ，潜在的な収益力のある産業を保護し，赤字企業を再建し，資産関係の安定性

と労働者の雇用を確保するという目的を達成し得るということです。 

１９９５年７月１７日に「倒産法の利用促進に関する内閣令」が制定され，赤字企業経営・

財政活動調査政府委員会が発足しました。１９９６年１２月１１日には，倒産問題の国家統

制・管理を目的とする「倒産法の更なる利用促進についての大統領令」（UP-1658 号）が発布

され，国有資産管理・企業活動支援委員会に属し，企業の倒産防止対策の実施及び調整を行

うための組織的，法律的及び経済的条件の保障，倒産企業に対する倒産・再生支援手続の実

施，並びに債権者の利益と財産権の保護を目的とする「企業倒産委員会」が設立されました。

１９９７年に経済裁判所が倒産を認定した企業の数は，137 に上ります。 

倒産法施行の効果は，１９９８年８月２８日の「倒産法の変更・追加に関する法律」制定

後に高まりました。この法律により制定された「倒産法（第２版）」は，旧倒産法と比べると，

多くの新しい条項が追加されました。条文数は，35 条から 133 条に増えました。この「倒産

法（第 2 版）」においては，「外部管財」という新しい手続が加えられた結果，債権者の権利
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が格段に拡大しました。「倒産法（第２版）」の最も重要な点は，倒産兆候（倒産原因）が「支

払不能」から「債務不履行」に変わったということです。「倒産法（第２版）」制定後の倒産

事件数は，１９９８年の 439 件から，２００２年の 1,250 件に増加しました。 

このように，倒産事件の件数が増えるにつれて，実務経験が蓄積され，その一方，倒産法

と関連する法令との相互関係の調整について，不十分な点があることが明らかになってきま

した。そして，倒産法の欠陥を除去する必要性が高まり，「倒産法（第２版）」の変更・追加

が求められました。 

そこで，２００３年４月２４日に倒産法の更なる変更・追加が行われ，現行の「倒産法（第

３版）」が制定されました。この「倒産法（第３版）」は 192 条からなり，倒産兆候（倒産原

因）や債務者の支払能力回復を目的とした再建手続に関連する多くの新しい規定が含まれて

おり，「監視」と「裁判上の再生支援」という２つの新しい手続に関する章の追加や，裁判所

任命管財人制度の導入が行われました。すべての裁判所任命管財人は経済裁判所により任命

され，その監督の下に活動を行います。裁判所任命管財人の養成及び資格審査は，倒産事件

を管轄する国家機関が実施しています。また，裁判所任命管財人は，その職業団体として，

裁判所任命管財人協会を結成しています。 

「倒産法（第３版）」の制定は，倒産制度の効率性を著しく高めました。例えば，倒産件数

は，２００４年は 1,742 件，２００５年は 3,677 件，２００６年は 3,545 件となりました。

このように，経営が破綻した企業に対する清算手続の適用の増加により，経済関係の健全化

は活発になっていますが，これはプラスの現象として評価できます。 

しかし，その一方で，倒産認定はマイナスの結果も持ち合わせています。というのも，倒

産認定は，債務者の財産だけでなく，従業員，パートナー，債権者の権利や利益にも影響を

及ぼし，著しい社会的出費を生むからです。それゆえに，倒産法は，再建手続の適用の可能

性を規定しているのです。初版から第 3 版までのすべての倒産法に，債務者の財務健全化（再

建手続）の可能性についての規定があります。例えば，倒産法１９９４年版（初版）は，再

生支援という手続の適用の可能性を認めています。１９９８年版（第２版）では，さらに，

「外部管財」手続の導入が規定され，２００３年版（第３版）では，「裁判上の再生支援」手

続が導入されました。その他にも，初版から第３版までのすべての倒産法に，和議締結の可

能性，つまり，債務者・債権者間の特別な合意締結の手続と条件が規定されており，和議の

締結により，企業の経済取引が継続し，当該企業の活動を継続することが可能になります。 

先ほど申し上げましたとおり，１９９６年１２月１１日付け大統領令により，「企業倒産委

員会」が設立されましたが，続いて，１９９９年７月２６日付け内閣令第 362 号により，「企

業倒産委員会」は，マクロ経済・分析省（現・経済省）の管轄下に移されました。さらに，

２００５年４月３０日付け大統領令（UP-3602 号）により，「非独占化・競争発展委員会」，「企

業倒産委員会」，及び「国有資産管理・企業活動支援委員会」の中小・民間企業活動発展局を

基盤とした「非独占化及び競争・企業活動支援委員会」が設立され，他の機能と共に，企業

倒産分野における国家調整機能がゆだねられました。 

企業倒産分野における国家調整の根本的課題の一つが，支払不能状態にある企業や赤字の
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企業を明らかにし，それらの企業の財務健全化と再編化の提案を行うことを目的として，定

款資本の一部に国家の持分が含まれている企業の財政経済状況をモニタリングし，分析する

ことです。 

「倒産法（第３版）」施行以降，倒産事件を管轄する国家機関により，共和国内にある 836

の大企業の再編化と財務健全化が行われました。その結果，130 の企業が倒産状態から，88

の企業が赤字状態から脱却しました。 

それと同時に，経済裁判所と倒産事件を管轄する国家機関が扱った倒産事件の研究により，

企業家，行政・経済機関の職員，あるいは裁判所任命管財人が有する，倒産の基本概念，裁

判所任命管財人の法的身分，再建手続等に関する知識のレベルに不十分な点が多いことが明

らかになってきました。また，倒産問題について書かれた文献が極めて少なく，倒産法の注

釈書も存在しませんでした。 

本日紹介する注釈書は，JICA と最高経済裁判所による「ウズベキスタン共和国倒産法注釈

書」作成の共同プロジェクトにおいて作成されたものです。このプロジェクトを進めるに当

たり，ウズベキスタン側ワーキンググループが結成され，日本側の専門家と法務省法務総合

研究所国際協力部（ICD）の助言・協力の下で，この注釈書の執筆を担当しました。このプロ

ジェクトでは，約２年かけて執筆作業が進められ，その間にウズベキスタン側ワーキンググ

ループメンバーが日本を，日本人専門家がウズベキスタンをそれぞれ訪れ，意見交換を行い，

また，セミナーを開催しました。 

倒産法注釈書の作成に携わったワーキンググループメンバーは，この注釈書が倒産法適用

の際に起こり得る難問を解決する一助となること，そして，実務において倒産法が正しく適

用されるべく，この注釈書が活用されることを望んでいます。 

執筆者一同，JICA 及び法務省の御指導と資金援助に対し，深い感謝の意を表したいと思い

ます。 

 

 

 

 

 

プレゼンテーション参列者。左から池田教授，西

宮所長，楠本大使，オトハノフ司法大臣（代読：

ホルボエフ司法省次官），アフマノフ副長官，ア

ジモフ法務部長 

プレゼンテーションの参加者。手前右は当部稲葉

部長。ウズベキスタン側ワーキンググループメン

バーの姿も見られる。 
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スピーチ 

「日本側ワーキンググループから見たプロジェクト活動と注釈書の特徴について」 

 

大阪大学大学院高等司法研究科教授 池田 辰夫氏 

 

ただいま御紹介いただきました，大阪大学大学院高等司法

研究科教授の池田と申します。 

私は，「ウズベキスタン倒産法注釈書プロジェクト」の日本

側ワーキンググループの長を務めております。おかげさまで，

このプロジェクトが大きな実を結びました。初めての本格的

な注釈書がウズベキスタンにおきまして発刊されましたこと

は，大きな喜びであります。そして本日，その活動に携わっ

た日本側の専門家を代表して，このような場でスピーチさせていただく機会を与えていただ

き，大変光栄に存じます。 

私からは，「日本側ワーキンググループから見たプロジェクト活動と注釈書の特徴につい

て」というテーマで説明をさせていただきます。 

このプロジェクトの日本側協力機関は，日本の法務省法務総合研究所国際協力部でありま

して，本日は，同部の稲葉一生部長も日本から列席されております。２００４年７月，私と

当時の同部部長がタシュケントに参りました。先行しております両国の協力の成果を踏まえ

まして，当時，最高経済裁判所第一副長官であったアジモフ氏等と協議いたしました。その

結果，最高経済裁判所が発刊する倒産法の注釈書の作成を日本側が全力で支援することで合

意が成立しました。このことにより，本プロジェクトが正式にスタートいたしました。そし

て，２００４年１０月には，アジモフ氏やオトハノフ氏等をウズベキスタン共和国倒産法の

専門家として日本にお招きしました。その際，アジモフ氏及びオトハノフ氏からは，ウズベ

キスタン共和国倒産法についての講演を頂いております。 

本プロジェクトにおいては，まず，ウズベキスタン側ワーキンググループが注釈書草案を

作成しました。その草案を日本側ワーキンググループメンバーが検討し，日本側とウズベキ

スタン側ワーキンググループとで協議をするという形でプロジェクトは進みました。協議は，

２年間，定期的に，タシュケントと日本の両方で行われました。 

そして，本年３月に念願の倒産法注釈書のロシア語版が発刊されました。 

この注釈書を作成するに当たっては，倒産実務に携わる人々にとって役立つ内容とすると

ともに，倒産法の専門家でない人々にも分かりやすいように工夫しました。 

まず，注釈書の構成ですが，個別条文解説の前に，各章の冒頭に章全体の解説をしていま

す。これにより，各章の概要が分かるようになりました。 

条文を別途参照しなくてもよいように，注釈書に条文が記載されています。そして，その

条文の各段落に対応して，条文の解説が記載されています。 

また，この注釈書では，複雑な倒産手続の流れを理解しやすくするために，各倒産手続の
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流れを図に示して掲載しました。 

さらに，倒産法に関連する法令を巻末に収録するなど，倒産実務において使用する際の利

便性についても十分配慮した構成や内容となっています。 

さて，このような注釈書が発刊されたわけですが，それで実務が自動的に改善されるわけ

ではありません。その意味で，日本側といたしましては，注釈書を発刊したことは，倒産実

務改革に向けた一里塚にすぎないと考えております。今後とも，ウズベキスタン側において，

この注釈書が効果的に活用されるような継続的な取組が必要であると考えているところです。 

ともあれ，この注釈書の存在が広く知られまして，一層活用され，ウズベキスタンにおけ

る倒産実務が改善されますよう，ひいては広く倒産制度にかかわる制度や実務がより良い方

向に発展していきますよう，そしてウズベキスタンと日本の友好関係がさらに深まることを

強く願っております。 

最後になりますが，この注釈書の完成は，ウズベキスタン側はもちろんのこと，日本側の

多くの関係者の尊い志に支えられております。改めて，関係各位の寝食を忘れた御労苦に対

して厚く御礼申し上げる次第です。ありがとうございました。 

 

  

 

 

 

 

プレゼンテーション終了後の個別インタビューの様子（左側:アジモフ法務部長，右側:池田教授）

プレゼンテーション受付の様子 学生からの求めに応じ，注釈書にサインをする

楠本大使 
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あいさつ 

 

ウズベキスタン共和国司法大臣 

オトハノフ・フォジルジャン・カイダロヴィッチ氏 

（代読：ウズベキスタン共和国司法省次官 ホルボエフ・ソビルジョン氏） 

 

本日御列席いただいている関係者の皆様。司法省を代表いた

しまして，本日，ウズベキスタン共和国倒産法注釈書発刊プレ

ゼンテーションを開催いただきましたことに感謝申し上げます。

ウズベキスタン共和国と日本との間で，様々な分野で友好関係，

そして協力関係が発展していることは，とても喜ばしいことで

す。 

その一例として，２００５年１１月３０日，JICA とウズベキ

スタン共和国司法省との間で，「企業活動の発展のための民事法令および行政法令の改善プ

ロジェクト」実施についての協議議事録（Record of Discussion）が締結されたことが挙げ

られます。そして，これまで JICA とウズベキスタン共和国司法省の間のプロジェクトの一環

として，企業活動の発展に関する法制度の整備や法令データベース整備に関する調査を行っ

てまいりました。我々が自信を持って言いたいことは，ウズベキスタン共和国司法省と JICA

は，あらゆる分野で有益な協力を続けているということです。 

「ウズベキスタン共和国倒産法注釈書」の作成プロジェクトは，最高経済裁判所をメイン

パートナーとして，２００４年に注釈書草案の執筆作業が始まりました。このプロジェクト

には，日本の法務省法務総合研究所が協力しています。そして，このプロジェクトの実施の

ため，ウズベキスタン側の最高経済裁判所，非独占化委員会，検察庁といった機関の代表者

と，日本側の専門家から構成されるワーキンググループが設立されました。 

このプロジェクトで，ウズベキスタン側ワーキンググループのメンバーが日本を訪れたほ

か，日本からは JICA 短期派遣専門家がウズベキスタンを訪れています。 

注釈書の作成のため，最高経済裁判所には様々なオフィス用品や法律関係の資料が届けら

れました。 

今日，私たちは，ウズベキスタン共和国倒産法注釈書発刊プレゼンテーションという素晴

らしいセレモニーの参加者となることができました。この倒産法注釈書は，裁判官，検察官，

司法機関の職員だけでなく，経済大学や法科大学の関係者の方々にとっても，役立つものに

なるでしょう。 

最後に，JICA ウズベキスタン事務所及び日本大使館の関係者並びに御列席の皆様の御協力

に対し感謝の念をお伝えしたいと思います。今後も，共同事業が実り多きものであり続ける

こと，また，協力分野が一層広がることを期待しております。 

御清聴ありがとうございました。 
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あいさつ 

 

駐ウズベキスタン特命全権大使 

楠本 祐一氏 

 

御紹介ありがとうございました。 

日本とウズベキスタンの法律家や専門家の皆様により，この

ように素晴らしい倒産法注釈書が完成されたことに対し，感謝

を申し上げたいと思います。 

2 年にわたり両国の専門家の皆様が精力的に作業を行った結

果が，この倒産法注釈書なのです。今日のこの成果は，日本，

ウズベキスタン，どちらか一国の成果ではなく，両国が協力し

たことによるものです。 

この意味で，改めて皆様のたゆまない努力を高く評価しております。皆様の作業は大変重

要なものであり，また，決して簡単なものではありません。日本は，法制度の整備において

様々な経験を有しています。封建主義が崩壊した 19 世紀半ばの日本では，日本人が，新生日

本の再建を始めました。当時外国と交渉する上で一番大事なのは，法制度の整備だという認

識を持っていました。法制度の近代化なくしては，外国と交渉することは不可能だったので

す。その際，伝統的な習慣や文化を基にして，法制度の近代化作業を進めたことと思います。

皆様の手元にあるこの分厚い注釈書も同じであると思います。 

今後も更に精力的に注釈書の普及活動や広報活動を行わなければなりません。ブハラ，サ

マルカンド等の各都市で，注釈書の普及活動のためのセミナーが行われるということを聞い

ておりますが，とても喜ばしいことだと思います。また，共同プロジェクトの成果である注

釈書がウズベキスタン全土で普及し始めたということを，大変喜ばしく思います。 

御存じのように，今，ウズベキスタンの経済は好調に発展しています。ウズベキスタンに

は天然資源，人的資源が豊富ですし，皆様は大きな可能性を秘めています。 

この注釈書は，ウズベキスタンの企業家がビジネスを始める際，また，ビジネスを拡大す

る際に，大変有益な資料となるものと思います。そして，日本人投資家を含む外国人投資家

にとっても，有益な資料となることでしょう。今，日本の投資家は，ウズベキスタンに投資

するチャンスを探しています。彼らは，ウズベキスタンに明るい展望を見いだしています。 

倒産法注釈書は，今，更なる見通しを切り開き，多くの外国人投資家の関心を引き付けて

います。 

皆様の努力は，本当に，ウズベキスタンの法制度整備だけでなく，日本とウズベキスタン

の友好的な協力関係の発展にも貢献したことと思います。 

改めまして，日本及びウズベキスタンの法律家や専門家の方々に感謝を申し上げます。 
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The Commentary to  

 
Bankruptcy Law 

 
of the Republic of Uzbekistan 

 (Russian edition) 

 

OVERVIEW 

 

The Commentary to Bankruptcy Law of the Republic of Uzbekistan (Russian edition) was 

published. This is the first comprehensive practical literature on Bankruptcy Law in 

Uzbekistan, which is one of the outcomes of a joint project by the Supreme Economic 

Court of Uzbekistan and the Japan International Cooperation Agency (JICA) under the 

cooperation of the State Committee of Uzbekistan on demonopolisation, support to 

competition and entrepreneurship and the Ministry of Justice of Japan. Its Uzbek and 

English editions are prepared to come out before a long time. They are distributed to 

relevant organisations (courts, state committees, financial institutions, etc.), educational 

institutions (faculties of law, economic, management), and also public libraries and 

expected to be placed on the Internet in digital form (www.economical-court.uz, 

www.antimon.uz, etc.).  

 

The bankruptcy regulations are prone to be deemed very special laws applied to 

enterprises in an unusual circumstance, that is, in a state of insolvency. However, the 

advancing market economy and the tightening competition among enterprises in line with 

market principles inevitably bring many companies to insolvency, and bankruptcy 

becomes the common situation. Accordingly, Bankruptcy Law plays a more important role 

in the market economy. 

 

The first bankruptcy law in Uzbekistan was enacted in May of 1994. After it was revised in 

1998 in accordance with the economic development of the country, the changing society 

and economy again required the thorough reform of the bankruptcy system. In April of 

2003 Uzbekistan adopted its new bankruptcy law, which transformed the bankruptcy 

procedure to more complicate one. Moreover, the development of economy and business 

had been involving more persons and organisations in the bankruptcy matters. These 
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necessitated the commentary to be published for the unified and efficient operation of 

Bankruptcy Law to be shared by those working within the bankruptcy mechanism. 

 

The publication of the Commentary never solely automatically solves problems occurring 

in practice or improves the present situation, either. Numerous issues were discussed in 

the course of making the Commentary, and some are explained in the Commentary after 

the extensive discussions. These explanations, however, are not conclusive. Furthermore, 

some issues remain unsettled. It should be emphasised that the improvement and 

development of the bankruptcy regime of Uzbekistan definitely depend on further 

discussions among a wider range of practitioners, scholars and anyone involved in 

business. The Commentary will hopefully contribute to this process. 

 

CONTENTS OF THE COMMENTARY 

 

The Commentary aims at introducing Bankruptcy Law, which was enacted in 2003 and 

consists of the 12 chapters and 192 articles, by way of explaining each provision with the 

introductory summary at the beginning of each chapter. 

 

The Law provides financially struggling companies with options to recover under Judicial 

Rehabilitation (Ch.5) or External Management (Ch.6), and to terminate in Liquidation 

Proceedings (Ch.7). Additionally, Prejudicial Rehabilitation (Ch.2), the Supervision 

process (Ch.4), the scheme of an Amicable Agreement (Ch.8), the specific regimes 

available to certain organisations (Ch.9) and to individual entrepreneurs (Ch.10), and the 

simplified liquidation framework (Ch.11) are incorporated in the Law. 

 

Newly introduced in 2003 systems are: Supervision, which is, in principle, a firstly applied 

procedure to a corporate-debtor after the commencement of the bankruptcy proceedings 

for the purpose of investigating the financial situation of the debtor and deciding a 

subsequently applied measure to rehabilitate or liquidate; Judicial Rehabilitation, which is 

a Debtor-In-Possession rescue scheme; and Court Receivers, who are specially qualified to 

administer the bankruptcy proceedings. 
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Apart from the article-by-article 

explanations, the Commentary 

includes flow diagrams, with 

which principal procedures are 

illustrated, and a collection of 

legislation relating to bankruptcy. 

 

 

 

CONTACTS 

 

Japan International Cooperation Agency (JICA) (S. Sharipov, K. Matsushima) 

International Business Centre, 107-B Amir Temur Str., Tashkent, Uzbekistan 100084 

Tel.: (998 71) 1207966  /  Fax.: (998 71) 1207968  / E-mail: info@jica.uz 

Contact persons: Programme Officer S. Sharipov and JICA Expert K. Matsushima 

 

* Contact JICA for the electronic data (more than 2 MB).  

JICA will copy it onto your CD or memory stick, or send it by email if possible. 

 

* The Commentary is distributed for free and not for sale. 




